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技能労働者の確保・育成に向けた取組について

・ 技能労働者の効果的かつ効率的かつ効率的な育成を図るため、従来からのOJTに加え、富士教育訓練センターをはじめとす

る職業訓練施設を活用したOFF-JTを推進。

・ 現在、平成25年度公共工事設計労務単価については、①技能労働者が不足している状況を反映するとともに、②社会保険へ

の加入の徹底の観点から、前年度比15.1％引き上げを行い、①ダンピングを防止し、適正な価格での契約、②技能労働者への

適切な水準の賃金の支払い、③社会保険加入の徹底について、取組を進めているところ。

公共工事設計労務単価の引き上げを契機とした建設就業者の処遇改善（Ｐ．２）

・ 建設産業一体となった情報発信等を進めるため「建設産業戦略的広報推進協議会」を設置し、特に生徒・学生・保護者・教員

に対して建設産業の持つ魅力を効果的に伝える方法を検討。

若年就業者の確保に向けた戦略的な広報活動の展開（Ｐ．１０）

教育訓練機能の強化（Ｐ．８）

・ 若年者の入職促進のため、最低限の条件である社会保険未加入対策について、行政、元請企業、下請企業等関係者が一体

となって取組みを進めているところ。⇒平成２９年度を目途に、企業単位で許可業者の加入率１００％を目指す。

社会保険等未加入対策（Ｐ．５）
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技能労働者の確保・育成を図るため、入札契約制度改革の検討等のほか、以下のような施策につ
いて、業界と一体となって積極的に推進。



○ 平成２５年度の公共工事設計労務単価の大幅な引き上げ（前年度比 全国平均約15%，被災三県約21%）を受け、建設業団体、公共発注者及び主
な民間発注者に対し、技能労働者の適切な賃金水準の確保等や社会保険への加入の徹底等を要請

技能労働者の処遇改善に向けた取組

技能労働者への適切な賃金水準の確保について（平成25年3月29日付け国土入企第36号）

国土交通省と建設業４団体との会合 （4月18日）

○ 設計労務単価の大幅な引き上げを踏まえ、適切な価格での契約、技能労働者への適切な水準の賃金の支
払い、社会保険への加入の徹底等が行われるよう、建設業界挙げてのご理解と適切な対応をお願いしたい。

【国土交通省側】太田国土交通大臣、鶴保国土交通副大臣、松下国土交通政務官 他
【建設業団体側】日本建設業連合会、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会

出席者

大臣発言のポイント

建設業団体の対応状況（抄）

○ ４月２５日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ７月１８日 下請企業に対して、労務賃金の改善の要請、労務賃金の状況調査の実施などを決定（理事会）

→ ７月２６日 中村会長が太田大臣に報告

日本建設業連合会

○ ４月２６日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ７月２６日 適正な公共事業の執行についての取組の強化等を決定（理事会）

全国建設業協会

○ ５月２９日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（理事会）
○ ８月１２日 更なる周知徹底、市町村の現状把握等を決定（正副会長会議）

全国中小建設業協会

○ ６月４日 技能労働者の適正な賃金の確保等について決議（通常総会）

建設産業専門団体連合会

○ 1/3強の建設企業が４月以降何らかの形で賃上げ（予定含む）を実施。全産業と比較し、建設業、特に鉄筋・型枠・とび等専門工事業の給与が上伸
○ 建設業団体からは、相当数の会員企業が下請企業の技能労働者の賃上げに前向き、民間・公共発注者（自治体）の理解が不可欠等の意見
○ 今後も技能労働者の適切な賃金水準の確保に向けて取組を加速化することを確認

「太田国土交通大臣から建設業団体トップへの直接の要請」フォローアップ会合（10月23日）
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技能労働者の賃金水準確保の現状 －きめ細かな実態調査の中間的とりまとめ結果－

国交省等
公共
発注者

元請企業

下請企業

技能労働者

民間
発注者

○発注者→受注者 ：設計労務単価の上昇（前年度比全国平均約１５％、被災三県約２１％）により、公共発注者から受注者にわたる賃金原資は拡大

○建 設 企 業 ：賃金水準の引上げは道半ば（１／３強の企業が４月以降何らかの形で賃金水準を引上げ（予定を含む））、今後の拡大に期待

○技 能 労 働 者：技能労働者数は横ばいから減少傾向にあり、今後も注視が必要

H25設計労務単価の上昇により、受注者にわたる賃金原資は拡大 １／３強の建設企業が、４月以降何らかの形で賃上げを実施

全産業と比較し、建設業、とりわけ鉄筋・型枠・
とび等の専門工事業の給与が上伸している

一方、技能労働者数は横ばい～減少傾向
建設業の担い手確保は途上

出典：平成25年度下請取引等実態調査（国土交通省）
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技能労働者の推移

建設産業に従事する労働者のうち、「生産工程従事者」「建設・採掘従事者」「輸送・機械運転従事者」を技能労働者とした
出典：労働力調査（総務省）
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引上げた

（予定含む）

引上げていない

（予定含む）

引下げた

（予定含む）

無回答

賃金水準の引上げ状況（％）

応札率はほぼ昨年度並みであり、
設計労務単価の上昇による賃金原資は
受注者に移動していることが推定される

予定価格（設計労務単価）の上昇に対し、応札額
が変化しない（受注者が賃金水準確保を考慮しな
い）場合、応札率は下落する
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技能労働者の賃金水準確保の課題と今後

建設産業の担い手確保のため、

○技術労働者の適切な賃金水準の確保のための取組の更なる
周知徹底

○ダンピング対策の更なる実施

○インフラの整備・維持について、将来が見通せるよう計画的・安
定的に行うことの提示 等の取組が必要。

今後の取り組みの方向性
４月以降技能労働者の給料を引上げたか

給料を引上
げた

引上げてい
ない

引下げた 無回答 総計

適
切
な
賃
金
水
準
の

確
保
に
関
す
る
取
組

み
を
知
っ
て
い
る
か

知っている
(74.8%)

52.6% 40.1% 0.4% 6.9% 100.0%

知らない
(11.4%)

35.2% 59.3% 1.4% 4.1% 100.0%

その他・無回答
(13.8%)

12.9% 17.2% 0.6% 69.3% 100.0%

賃金水準確保に関する取組みを知っている企業の給与引き上げに関する行動
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社会保険への加入のため

所属団体の要請

賃上げ交渉を受けた結果

その他

賃金上昇を見込んだ受注ができた

設計労務単価の上昇

業界の発展に必要

労働者の確保のため

業績が好調で資金確保できた

賃金水準を引上げた理由（複数回答）
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29.5%
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

賃金を上げる必要性が理解できない

いくら必要なのか分からない

その他

他の用途に充当したい

社会保険加入に必要な費用に充当したい

既に相場よりも高い賃金を支払っている

発注者・元請が労務費の引上げに応じてくれない

受注者の立場では、発注者に賃金引上げ費用を求めづらい

他社との競争上、賃金にコストを掛けられない

賃金水準引上げに回す余裕がない

経営の先行きが不透明で、引上げに踏み切れない

請負った金額が低く、賃金引上げ費用が捻出できない

賃金水準を引上げられない理由（複数回答）

平成25年度下請取引等実態調査（本年６月末までの状況を調査。約１万４千社から回答）における、「技能労働者の賃金水準」に係る調査項目（約１万社から回答）

を集計した。

○賃金水準を引上げた理由として、人手不足に由来する「労働力確保のため」と並び、 「業界の発展に必要」や 「設計労務単価の上昇」が挙げられてお

り、これまでの賃金水準の確保の取組が一定程度の成果を上げつつあると考えられる

○賃金水準の確保の取組の認知と賃金水準引上げに正の相関があることから、取組の周知徹底を図ることが重要である

○適切な賃金水準確保が可能な請負金額の徹底と、先行きの不透明感の払拭により、賃金水準引上げの障害を取り除く必要がある

4



１．最近の主な取組

社会保険未加入対策に関する最近の取組と今後の検討・対応

＜法定福利費の確保＞

○ 法定福利費を内訳明示するための標準見積書の一斉活用開始（９月２６日）

○ １０月１日以降公告の官庁営繕事業において、本来事業者が負担すべき法定福利費相当額（事業主負担分）について、予定
価格に適切に反映できるように、複合単価と市場単価の法定福利費に相当する補正を実施

＜団体における取組の着実な推進・フォローアップ＞

○ 第３回社会保険未加入対策推進協議会において、各団体の保険加入促進計画実施状況のフォローアップを実施（９月２６日）

○ 「太田国土交通大臣から建設業団体トップへの直接の要請」（４月１８日）のフォローアップ会合の開催（１０月２３日）
→ 今後も技能労働者の適切な賃金水準の確保、社会保険への加入徹底に向けて取組を加速化することを確認

＜行政における社会保険への加入指導の推進＞

○ 建設業許可・更新時、経営事項審査時において、社会保険加入の確認・指導、保険担当部局への通報等を実施（確認件数
171,565件、指導件数（１回目）19,574件、指導による加入件数4,430件、通報件数1,878件【平成２５年９月末時点】 ）

○ 標準見積書の活用状況に関するアンケート（１１月末〆）の結果等を踏まえ、年内に社会保険未加入対策推進協議会ＷＧを開
催し、標準見積書を活用した更なる法定福利費確保方策を検討

○ 保険担当部局に通報済みの建設業者については、保険担当部局が加入指導等を実施

○ 今後、更なる取組の加速化のための方策を検討

２．今後の主な検討・対応事項
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行政における社会保険への加入指導の推進（参考）

66



標準見積書を活用した法定福利費の確保

社会保険等への加入原資となる法定福利費を適切に確保するため、各専門工事業団体が作成した標準見積書
の活用等により法定福利費を内訳明示した見積書の下請企業から元請企業への提出を本年９月末から一斉に開
始（第３回社会保険未加入対策推進協議会（H25.9.26）において申し合わせ）。

元請企業

公共発注者 民間発注者

イメージ

下請企業

技能労働者

法定福利費
確保の要請

適正価格
での発注

予定価格
への反映

見積書の尊重
法定福利費の支払

標準見積書の活用
法定福利費内訳明示

必要な保険への加入

１．問題意識

○ 技能労働者の保険加入を進めるためには、法定福利費の確保が重要。

○ これまでの取引慣行では、トン単価や平米単価による見積が一般的で、法
定福利費がどのようになっているのかが下請も元請も把握できていない。

○ このため、見積に当たって従来の総額単価だけではなく、その中に含まれ
る法定福利費を内訳として明示することで、必要な法定福利費を確保する。

２．関係者の取組

【発注者】

○ 直轄工事においては、土木工事の現場管理費率式や建築工事の複合単
価・市場単価（事業主負担分）、公共工事設計労務単価（本人負担分）にお
いて、労働者全員分の社会保険料を予定価格に反映。

○ 国交省や総合工事業団体から、他省庁、地方公共団体、民間発注者等に
対し、法定福利費を含む適正価格での発注を要請。

【元請企業】

○ 専門工事業者に対し、法定福利費が内訳明示された見積書の提出を指
導するとともに、提出された場合は尊重し、適切な法定福利費を支払い。

【下請企業】

○ 標準見積書（専門工事業団体作成）の活用等により、法定福利費が内訳
明示された見積書を元請企業に提出。

○ 技能労働者を必要な保険に加入させる。
法定福利費の流れ
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第３回社会保険未加入対策推進協議会の開催に当たり、過

去２回の本協議会における申し合わせを踏まえつつ、法定福利

費の内訳明示に係る標準見積書を活用した社会保険未加入対

策の更なる推進について、以下のとおり申し合わせます。

一．法定福利費の内訳明示に係る標準見積書を活用する趣旨

・ 社会保険の加入を進めるためには、保険料を払うための

法定福利費を確保していくことが必要不可欠であり、標準見

積書の活用等により法定福利費を内訳明示した見積書を提

出する取組は、その第一歩として重要です。

・ その上で、私たち行政・元請企業・下請企業・建設労働者

等の関係者は、この取組は、これで元請企業や下請企業が

利益を得るような類のものでは決してなく、就労環境の改善

を通じた建設労働者の確保と事業者間の公平で健全な競

争環境を構築するために、保険料本人負担分とあわせて、

法律上必要な費用を流すだけに過ぎないという認識を改め

て共有します。

（参考）第３回 社会保険未加入対策推進協議会における申し合わせ

法定福利費の内訳明示に係る標準見積書の活用等による社会保険未加入対策の更なる推進について

・ まず、私たち関係者は一体となって、標準見積書の活用

等により法定福利費を内訳明示した見積書を提出する環境

づくりにより積極的に取り組みます。

・ 元請企業は、社会保険の加入に関する下請指導ガイドラ

インに基づく下請企業への指導を一層徹底するとともに、下

請企業との契約に当たって、標準見積書の活用等により法

定福利費を内訳明示した見積書を提出するよう働き掛け、

提出された見積書を尊重します。

・ 下請企業は、標準見積書の活用等により法定福利費を

内訳明示した見積書を元請企業に対して提出して算定根拠

を適切に説明し、適正な法定福利費が確保されるよう取り

組むとともに、自社及び外注先の技能労働者を必要な保険

に加入させるよう積極的に取り組みます。

・ 国土交通省等は、主な民間発注者団体、地方公共団体

等に対し、標準見積書の活用等による法定福利費の確保を

含め、社会保険未加入対策の推進に係る取組を実効あるも

のとするための働き掛けを積極的に展開します。
二．標準見積書の活用等による法定福利費の確保に向けた関

係者の具体的な取組

私たち関係者は、標準見積書の活用等により法定福利費

を内訳明示した見積書を下請企業から元請企業に対して提

出する取組を本日から一斉に開始するため、関係者が一体

となって、社会保険未加入は許さないとの固い決意をもって、

以下の取組を進めます。

三．加入促進計画の着実な実行

（略）

平成２５年９月２６日

社会保険未加入対策推進協議会
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○ 入職前の若年者教育

○ 新入社員への技術・技能に関する教育訓練

○ 施工管理者としての技術・技能教育

○ 基幹技能者教育 等

２．教育訓練内容

○ 平成９年の開校から累計で約５１万人日

３．訓練実績

○ 位置：静岡県富士宮市根原４９２－８（富士山の西麓。標高９００ｍ）

○ 面積：敷地：約５１,０００㎡、建物：約１０,０００㎡（実習施設：屋内約５１,０００㎡、屋外約２５,０００㎡）

○ 施設保有者：（一財）建設業振興基金

○ 運営主体：職業訓練法人 全国建設産業教育訓練協会

１．施設の概要

H９～１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 合計

教育訓練人日 ３２７，９７２ ３７，７６５ ３５，９１３ ３９，７９８ ３４，５２４ ３８，８９５ ５１４，８６７

富士教育訓練センター

○ 平成２５年７月３１日（水）、太田国土交通大臣が富士教育訓練センターを視察し、訓練

生を激励した。

○ 視察後、太田国土交通大臣から、富士教育訓練センターについて、老朽化対策をはじめ

とする機能の充実強化について、具体的に検討を進めるよう事務方に指示。

４．太田国土交通大臣による富士教育訓練センター視察

富士教育訓練センターの概要

9



10

建設産業においては、技能労働者の確保・育成や、次世代への技能承継を図っていくことが喫緊の課題となっていることを踏まえ、 「担い手確保・

育成検討会」のワーキングチームとして、学識経験者、関係建設業団体、関係教育機関等からなる検討委員会を設置し、業界の人材育成の拠点と
しての役割を担っている富士教育訓練センターのハード面、ソフト面からの充実強化策について、遅くとも平成２６年度末までの建て替え工事着手を
目途として、総合的に検討を進めることとする。

１．趣旨

① 訓練施設の機能分担（訓練機能の集中や連携・協力）
・ 特定の訓練施設に特定の訓練機能を集中させるなど、訓練施設相互の機能分担を進めることについて
・ 技能労働者や技術者に対する体系的な教育訓練、入職促進や新人・中堅向けの教育訓練など、ユーザー（企業や団体、教育機関等）のニーズ

に沿った内容やカリキュラムとすることについて
・ 三田建設技能研修センターを始めとするとする他の訓練施設との連携・協力やネットワーク化を進めることについて
・ 教育機関等が取り組む実習教育に対する支援や情報提供を進めていくことについて

② 富士教育訓練センターのハード面の充実強化
・ 富士教育訓練センターの位置づけ、機能、研修内容等を踏まえ、必要な施設の再整備、老朽化対策等のハード面の充実強化を図っていくこと

について

２．検討事項

委員長 ： 大森文彦（弁護士・東洋大学法学部教授）
委員 ： 学識経験者、建設業団体、関係教育機関、建設業振興基金、富士教育訓練センター
オブザーバー ： 厚生労働省、文部科学省、富士宮市、三田建設技能研修センター

３．メンバー

（平成２５年）
○ 第１回（８月２７日） 富士教育訓練センターに求められる機能・役割についての自由討議
○ 第２回（１１月２０日） 富士教育訓練センターの充実強化の具体化に向けた基本的な方向性について議論
○ 第３回（１２月頃） 富士教育訓練センターの充実強化の具体化に向けた基本的な方向性をとりまとめ

（平成２６年）
○ 基本的な方向性を踏まえた取組状況について、フォローアップ
○ 適宜、「担い手確保・育成検討会」に報告

富士教育訓練センターの充実強化の具体化に向けた検討委員会について

４．スケジュール
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建設産業における戦略的広報の展開について

世 間 一 般

生徒・学生・保護者・教員

個別
企業

業界
団体

業界
団体

個別
企業

個別・局地的な広報活動

［建設産業におけるこれまでの広報活動］

○ 企業・団体の創意工夫に基づく個別の取組
が展開され一定の効果は得られたと考えら
れる。

○ 一方で、建設産業に対する世間一般のイ
メージ向上や入職が期待される若者へのア
ピールという面で充分とは言い難い。

世 間 一 般

個別
企業

業界
団体

業界
団体

個別
企業

学会

建設産業戦略的広報推進協議会
（平成25年8月～）

［今後の取組］

○ 業界・外部有識者・行政が一体となって戦略
的広報活動の具体化を促進。

○ 総合ＨＰ開設を皮切りに建設産業に対する
世間一般のイメージ向上や入職が期待され
る若者へのアピールに資する取組を強化。
（具体的な取組内容は次頁参照）

担い手確保・育成検討会
（戦略的広報WT：平成24年9月～平成25年3月）

平成25年3月「建設産業の魅

力を発信するためのアクショ
ンプラン」取りまとめ

生徒・学生・保護者・教員

業界団体・外部有識者・行政（国土交通省）による
業界横断的な情報発信の検討

外部有識者 行政

業界・行政等が一体となった戦略的な広報活動

（国土交通省・厚生労働省） 11



建設産業における戦略的広報の具体的な取組

建設産業戦略的広報推進協議会の設置（平成２５年８月～）
特に生徒・学生、保護者及び教員に対して

建設産業の持つ魅力を効果的に伝えるための建設産業一体となった広報活動を検討

○業界・行政等が一体となった広報活動の一環として、建設産業
戦略的広報推進協議会の取組みに関するキャッチコピー及び
ロゴマークを作成。
（企業・団体の広報活動における統一的な活用をイメージ。）

※第２回協議会（平成２５年１０月）でキャッチコピーを決定。「未来をつくる君たちへ」
今後、当該キャッチコピーを用いたロゴマークのデザインを一般公募により決定する予定。

○いずれ生徒・学生になる子供やその保護者をターゲットとした
建設産業に係る広報イベントの実施を推進し、世間一般も含め
建設産業への興味・関心を喚起する。

※平成２６年８月子ども霞が関見学デーにおける展示の実施も含めて検討・準備中。

○企業・団体からの情報提供を受け一元的に情報発信を行う
総合ホームページを開設し、これから建設産業への入職が
期待される生徒・学生、保護者及び教員を主なターゲットと
して情報発信を行う。

※平成２５年１２月に開設するべく、建設産業戦略的広報推進協議会に
おいて検討・準備中。

総合ホームページの開設

キャッチコピー・ロゴマーク

広報イベントの推進

総合
ホームページ

イメージ

広報イベント
イメージ

（建機試乗体験）

キャッチコピー

初年度（平成２５年度）
の取組

＜来年度（平成２６年度）以降の取組予定：平成２５年度における取組状況・効果を踏まえて、さらなる発展的な取組を実施予定。＞ 12
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